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Ⅰ．予算配分方針 
 

１．配分方針 

 

気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化等に対応するため、「流域治水の加速

化・深化」、「インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの

実現」、「強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進」、「ダム等におけるGXや下水

汚泥資源の活用の推進」、「流域における良好な自然環境や水辺環境の創出による地域活

性化の推進」、「維持管理分野、防災・減災分野におけるDX の推進」、「上下水道施設

の強靱化」、「地震・津波対策の推進と災害対応力の強化」に重点的に取り組み、必要

な予算を配分。 
 

 

２．配分事業費 

 
11,249億円 

 

※ 他に災害復旧関係事業（復興庁一括計上分を除く）として、直轄 183 億円、補助 117
億円（国費ベース）がある。 

※ 他に災害復旧関係事業（復興庁一括計上分）として、補助75億円（国費ベース）があ

る。 
※ 他に国庫債務負担行為（ゼロ国債：平準化等）として、直轄500億円がある。 
※ 他に国庫債務負担行為（ゼロ国債：事業加速円滑化）として、直轄122億円がある。 
※ 上記以外に省全体で社会資本整備総合交付金（国費4,874億円）防災・安全交付金（国

費 8,470 億円）があり、地方の要望に応じて水管理・国土保全局関係事業に充てるこ

とができる。 
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Ⅱ．予算配分総括表 
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Ⅲ．主要項目別概要 

 
１． 配分方針 
（１）流域治水 
流域治水の加速化・深化 

・ 気候変動による水災害の頻発化・激甚化に対応するため、あらゆる関係者が協働して取り

組む「流域治水」を推進し、ハード・ソフト一体の事前防災対策を加速するとともに、水

災害リスクを踏まえ特定都市河川の指定を拡大し、流域一体となった取組を実施するた

めに必要な予算を配分。 

・ 具体的には、以下の取組等に必要な予算を配分。 

・ 近年災害に対する再度災害防止対策 

・ 特定都市河川流域における浸水被害軽減対策 

・ 本体工事等による着実なダム事業の推進 

・ 居住を誘導する区域や重要な地域インフラを保全する箇所における土砂災害対策 

・ 海岸保全施設、雨水排水施設の整備 

 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

・ 予防保全によるライフサイクルコストの縮減・平準化を図るため、長寿命化計画に基づく

定期点検等により確認された修繕・更新が必要な施設への対策を実施するとともに、新技

術の積極的な活用等により効率的かつ持続可能なメンテナンスサイクルを推進するため

に必要な予算を配分。 

・ 具体的には、以下の取組等に必要な予算を配分。 

・ 河川管理施設やダム管理施設の維持管理 

・ 背後地に多くの資産を抱える水門等の修繕・更新 

・ 重要な地域インフラを保全する砂防堰堤等の改築 

・ 海岸保全施設の老朽化対策、施設機能の向上 

 

（２）水利用 
強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進 

・ 国民生活を支えるライフラインである上下水道について、浄水場や送水管、下水処理場な

ど、上下水道システムの急所となる基幹施設の耐震化、ウォーターＰＰＰ（官民連携）の

取組、流域全体として最適な上下水道施設の再編等を支援し、強靱で持続可能な上下水道

システムの構築を推進するために必要な予算を配分。 

 

ダム等におけるGXや下水汚泥資源の活用の推進 

・ 国際的な脱炭素化及び気候変動への適応を促進するため、ダム運用の高度化等により治水

機能の強化と水力発電の促進を両立させる取組であるハイブリッドダムや、下水道事業者

による創エネ施設の導入の支援を図る等、インフラ分野におけるGXを推進するために必要

な予算を配分。 
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（３）流域環境 
流域における良好な自然環境や水辺環境の創出による地域活性化の推進 

・ かわまちづくりによる賑わいある良好な水辺空間の創出や河川を基軸とした生態系ネッ

トワークの形成、雨天時に合流式下水道から越流する下水に対する改善対策の更なる推

進など、多様な主体と連携した取組により、地域活性化を推進するために必要な予算を配

分。 

 

（４）流域総合水管理を支える取組 
維持管理分野、防災・減災分野におけるDXの推進 

・ 情報分野での流域治水の取組を加速するとともに、流域全体での防災・減災対策の飛躍的

な高度化を推進するために必要な予算を配分。 

・ 具体的には、以下の取組等に必要な予算を配分。 

・ 本川・支川が一体となった洪水予測による予測精度の向上 

・ デジタル技術の活用・新技術の導入等による災害時の情報集約の高度化 

・ 火山噴火に起因する土砂災害対策の迅速化 

・ サイバー空間上の実証実験基盤の整備 

 

（５）能登半島地震を踏まえた取組の強化 
上下水道施設の強靱化 

・ 令和６年能登半島地震において、上下水道施設の甚大な被害により大規模な断水が発生し

たことをふまえ、上下水道施設の耐震化や、可搬式浄水施設・設備の配備などによる災害時

の代替性・多重性の確保を推進するために必要な予算を配分。 

 

地震・津波対策の推進と災害対応力の強化 

・ 全国の地震・津波対策を推進するとともに、令和６年能登半島地震をふまえ、災害対応の迅

速化を図るため、TEC-FORCE活動や災害対策本部におけるデジタル技術の活用、災害危険性

が高い箇所における早期の状況把握などを推進するために必要な予算を配分。 
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Ⅳ．都道府県別等配分額 
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Ⅴ．新規事業 
 
１．河川事業 
 [ 補助事業 ] 

実 施 主 体 水 系 名 等 河 川 名 等 所  在  地 

（大規模特定河川事業：２６箇所） 

秋田県 馬場目
ば ば め

川
がわ

 馬場目
ば ば め

川
がわ

 五城目町
ごじょうめまち

 

石川県 大野川
おおのがわ

 大野川
おおのがわ

 金沢市
かなざわし

 

愛知県 矢作
やはぎ

川
がわ

 砂川
すながわ

 岡崎市
おかざきし

 

   ほか 

（事業間連携河川事業：１箇所） 

島根県 江
ごう

の川
かわ

 矢
や

谷川
たにがわ

 川本町
かわもとまち

 

（河川メンテナンス事業：５箇所） 

兵庫県 堀切
ほりきり

川
がわ

 堀切
ほりきり

川
がわ

 西宮市
にしのみやし

 

奈良県 大和
やまと

川
がわ

 大和
やまと

川
がわ

等 橿原市
かしはらし

等 

   ほか 

（特定都市河川浸水被害対策推進事業：２３箇所）  

埼玉県 利根川
と ね が わ

 新方
にいがた

川
がわ

 越谷市
こしがやし

 

和歌山県 日
ひ

高川
だかがわ

 西川
にしかわ

他 御坊市
ご ぼ う し

等 

鹿児島県 稲荷
いなり

川
がわ

 稲荷
いなり

川
がわ

 鹿児島市
か ご し ま し

 

   ほか 

 

２．ダム事業 
[ 補助事業 ] 

実 施 主 体 水 系 名 事 業 名 所  在  地 

（治水ダム等建設事業：１箇所） 

北陸電力株式会社 大味
おおみ

川
がわ

水系 武
ぶ

周
しゅう

湖
こ

ダム 福井市
ふ く い し

 

  （利水ダム治水機能施設整備）  

 
 
  



11 
 

３．砂防事業 
[ 補助事業 ]  

実 施 主 体 地 区 名 等 所  在  地 

（砂防激甚災害対策特別緊急事業：１箇所） 

石川県 奥能登
お く の と

地区 輪島市
わ じ ま し

 

（地すべり激甚災害対策特別緊急事業：１箇所） 

石川県 奥能登
お く の と

地区 輪島市
わ じ ま し

、珠洲市
す ず し

、能登町
のとちょう

 

（特定緊急地すべり対策事業：１箇所） 

和歌山県 平井
ひらい

地区 古座川町
こざがわちょう

 

 

実 施 主 体 水 系・山 系 名 等 渓 流 名 等 所  在  地 

（大規模特定砂防等事業：３０箇所） 

宮城県 阿武隈川
あぶくまがわ

 松川
まつかわ

 蔵王町
ざおうまち

 

富山県 片貝川
かたがいがわ

 片貝川
かたがいがわ

 魚津市
う お づ し

 

   ほか 

（事業間連携砂防等事業：２４箇所） 

滋賀県 淀川
よどがわ

 八田部
は た べ

 長浜市
ながはまし

 

奈良県 新宮川
しんぐうがわ

 大谷谷
おおたにたに

 十津川村
とつかわむら

 

   ほか 

（まちづくり連携砂防等事業：１２箇所） 

神奈川県 ― 生田４丁目
いくた４ちょうめ

地区外 川崎市
かわさきし

 

長崎県 ― 大園（３）
お お ぞ の （ ３ ）

地区 長崎市
ながさきし

 

   ほか 

 
４．海岸事業  

[ 補助事業 ] 
  

実 施 主 体 地 区 名  所  在  地 

（津波対策緊急事業：１箇所） 

神奈川県 小田原
お だ わ ら

海岸 小田原市
お だ わ ら し
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５．水道・下水道事業 

実 施 主 体 地 区 名 等 所  在  地 

（上下水道一体効率化・基盤強化推進事業：９６箇所） 

愛媛県四国
しこく

中 央
ちゅうおう

市 四
し

国
こく

中
ちゅう

央
おう

市官民連携等基盤強化推進事業 四国
しこく

中 央
ちゅうおう

市 

新潟県 新潟県汚泥資源肥料利用推進事業 新潟県 

  ほか 

（水道施設整備事業：９２箇所） 

大分県日田市
ひ た し

 日田市
ひ た し

生活基盤近代化事業 日田市
ひ た し

 

石川県 石川県水道基幹施設耐震化事業 石川県 

  ほか 

（事業間連携下水道事業：１箇所） 

青森県鰺ヶ
あじが

沢
さわ

町 鰺ヶ
あじが

沢
さわ

町事業間連携下水道事業 鰺ヶ
あじが

沢
さわ

町 

（下水道床上浸水対策事業：１箇所） 

岩手県宮古
みやこ

市 宮古
みやこ

市中心市街地下水道床上浸水対策事業 宮古
みやこ

市 

（大規模雨水処理施設整備事業：３６箇所） 

北海道室蘭
むろらん

市 
室
むろ

蘭
らん

処理区合流区域大規模雨水処理施設整

備事業 
室蘭
むろらん

市 

愛知県名古屋
な ご や

市 
山
やま

崎
さき

川右岸下流地区・庄 内
しょうない

地区 
大規模雨水処理施設整備事業 

名古屋
な ご や

市 

  ほか 

（下水道基幹施設耐震化事業：４２箇所） 

大阪府 大阪府流域下水道基幹施設耐震化事業 大阪府 

  ほか 
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Ⅵ．配分箇所の具体事例 
 １．河川事業 

都道府県名 箇 所 名 配 分 額 
（百万円） 

事 業 概 要 

流域治水の加速化・深化 

埼玉県 

（さいたま市
し

等） 

荒川
あらかわ

水系 

荒川上流 

一般河川改修 

事業 

6,800 
荒川水系荒川において、荒川第二・三調

節池整備等を実施し、早期に地域の安全性

の向上を図る。 

和歌山県 

（御坊市
ご ぼ う し

等） 

日
ひ

高川
だかがわ

水系 

西川
にしかわ

他 

特定都市河川浸

水被害対策推進

事業 

350 

日高川水系西川等において、特定都市河

川浸水被害対策推進事業による集中的な

河川改修により早期に浸水被害の軽減を

図る。 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

大阪府 

（大阪市
おおさかし

） 

淀川
よどがわ

水系 

淀川中下流 

河川工作物関連

応急対策事業 

910 

淀川水系淀川中下流において、老朽化し

た毛馬
け ま

排水機場の排水ポンプ設備の機能

改善等を実施し、地域の安全性の向上を図

る。 

福岡県 

（北九州市
きたきゅうしゅうし

） 
福岡県 

河川メンテナンス

事業 

272 

遠賀川
おんががわ

水系曲
まがり

川
がわ

において、老朽化した

鯨
くじら

瀬
せ

排水機場の水門やポンプ設備の更新

等を実施し、早期に地域の安全性の向上を

図る。 

流域における良好な自然環境や水辺環境の創出による地域活性化の推進 

北海道 

（むかわ町
ちょう

） 
鵡川
む か わ

 

総合水系 

環境整備事業 

25 

鵡川水系鵡川において、新たなサイクリ

ングコースの設定に資する基盤整備や水

上アクティビティ等のレクリエーション

に活用できる水辺拠点を創出し、地域活性

化を図る。 

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。 

 

［ 補助事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 
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２．ダム事業 

都道府県名 箇 所 名 配 分 額 
（百万円） 

事 業 概 要 

流域治水の加速化・深化 

秋田県 

（雄勝郡
おがちぐん

 

 東成瀬村
ひがしなるせむら

） 

雄物川
おものがわ

水系 

成瀬
なるせ

川
がわ

 

成瀬ダム建設 

事業 

20,305 
雄物川水系成瀬川において、成瀬ダム建設

事業を推進し、早期に地域の安全性の向上を

図る。 

島根県 

（浜田市
は ま だ し

） 

三隅
みすみ

川
がわ

水系 

矢
や

原川
ばらがわ

 

矢原川ダム建設

事業 

968 
三隅川水系矢原川の矢原川ダムにおいて、

矢原川ダム建設事業を推進し、早期に地域の

安全性の向上を図る。 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

栃木県 

（日光市
にっこうし

） 

利根川
と ね が わ

水系 

鬼怒
き ぬ

川
がわ

 

川俣
かわまた

ダム 

堰堤改良事業 

95 
利根川水系鬼怒川の川俣ダムにおいて、老

朽化対策を実施することにより、早期に地域

の安全性の向上を図る。 

 

北海道 

（苫前郡
とままえぐん

 

初山別村
しょさんべつむら

等） 

北海道 

ダムメンテナンス

事業 

368 
茂築
も ち く

別
べつ

川
かわ

水系茂築
も ち く

別
べつ

川
かわ

の有
あり

明
あけ

ダム等にお

いて、ダム施設改良等を計画的・集中的に実施

し、早期に地域の安全性の向上を図る。 

※配分額は工事諸費を除いた事業費（ダム（直轄事業）は利水者負担金を含む）である。 

［ 補助事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 
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３．砂防事業 

都道府県名 箇 所 名 配 分 額 
（百万円） 

事 業 概 要 

流域治水の加速化と深化 

静岡県 

（静岡市
しずおかし

等） 

由比
ゆ い

地区直轄地

すべり対策事業 
2,308 

由比地区において、東名高速道路、国道 1

号、JR東海道本線等を土砂災害から守るため、

地すべり防止施設を整備し、早期に地域の安

全性の向上を図る。 

石川県 

（輪島市
わ じ ま し

） 

奥能登
お く の と

地区 

砂防激甚災害対

策特別緊急事業 

700 

令和６年９月20日からの大雨では、奥能登

地区において、土石流により甚大な被害が発

生したため、緊急的に砂防堰堤の整備等を実

施し、早期に地域の安全性の向上を図る。 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

 

鹿児島県 

（鹿児島市
か ご し ま し

等） 

桜 島
さくらじま

 

直轄砂防管理 

事業 

1,338 
桜島において、土砂流出により摩耗した砂

防堰堤等の補修や除石を実施し、早期に地域

の安全性の向上を図る。 

 

岩手県 

（八幡平市
はちまんたいし

等） 

岩手県 

砂防メンテナンス

事業 

424 
岩手県内の砂防関係施設について、老朽化

対策を計画的・集中的に実施し、早期に地域の

安全性の向上を図る。 

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。 
  

［ 補助事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 直轄事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 
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４．海岸事業 

都道府県名 箇 所 名 配 分 額 
（百万円） 

事 業 概 要 

流域治水の加速化・深化 

高知県 

（高知市
こ う ち し

、 

香南市
こうなんし

） 

高知海岸 

海岸保全施設 

整備事業 

1,400 

高知海岸において、令和７年度より香南工

区（香南市）の海岸堤防の地震・津波対策を新

たに直轄化し、津波による浸水被害を早期に

防止し地域の安全性の向上を図る。 

神奈川県 

（小田原市
お だ わ ら し

） 

小田原
お だ わ ら

海岸 

津波対策緊急 

事業 
100 

小田原海岸において、護岸改良を計画的・集

中的に実施することにより、早期に津波等か

ら地域の安全性向上を図る。 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 

島根県 

（出雲市
い ず も し

等） 

島根県 

海岸メンテナンス

事業 

24 
島根県内の海岸保全施設について、老朽化

対策を計画的・集中的に実施し、早期に地域の

安全性の向上を図る。 

※配分額は工事諸費を除いた事業費である。 
  

［ 直轄事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 
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５．水道・下水道事業 

都道府県名 箇 所 名 配 分 額 
（百万円） 

事 業 概 要 

 流域治水の加速化・深化 

愛知県 

（名古屋市
な ご や し

） 

山
やま

崎川
ざきがわ

右岸下流

地区・庄 内
しょうない

地

区大規模雨水処

理施設整備事業 

1,600 
山崎川右岸下流地区・庄内地区において、

雨水管渠等の新設・増設を計画的・集中的に

実施し、浸水被害の軽減を図る。 

強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進 

愛媛県 

（四
し

国
こく

中
ちゅう

央
おう

市
し

） 

四国
し こ く

中央市
ちゅうおうし

官民

連携等基盤強化

推進事業 

40 

 上下水道事業を持続的に運営していくた

めの手法として、上下水道一体のウォーター

PPP導入が効果的であり、導入可能性につい

て調査・検討を行う。 

ダム等におけるGXや下水汚泥資源の活用の推進 

青森県 
岩
いわ

木川
きがわ

浄化セン

ター汚泥有効利

用施設整備運営

事業 

4,006 
岩木川浄化センターにおいて、下水汚泥の

肥料化施設の導入により、下水汚泥の肥料化

による有効活用を図る。 

上下水道施設の強靱化 

 
 

石川県 

 

 

 

石川県
いしかわけん

水道基幹

施設耐震化事業 

 
 
 

192 

 

基幹管路（送水管）を耐震化することで、

災害に強く持続可能な上水道システムの構

築を図る。 

大阪府 

大阪府流域下水

道基幹施設耐震

化事業 

3,710 

寝屋川
ね や が わ

流域下水道等において、急所施設の

耐震化を計画的・集中的に実施するととも

に、耐震化に合わせた大口径管路の老朽化対

策も図る。 

  

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 

［ 補助事業 ］ 
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参考資料 配分箇所の具体事例 
 
（１）流域治水 
 
流域治水の加速化・深化 

・［直轄］荒川水系荒川上流 一般河川改修事業            …別紙１ 
・［直轄］雄物川水系成瀬川 成瀬ダム建設事業            …別紙２ 
・［直轄］由比地区直轄地すべり対策事業               …別紙３ 
・［直轄］高知海岸 海岸保全施設整備事業              …別紙４ 
・［補助］日高川水系西川他 特定都市河川浸水被害対策推進事業    …別紙５ 
・［補助］奥能登地区砂防激甚災害対策特別緊急事業          …別紙６ 
・［補助］小田原海岸津波対策緊急事業                …別紙７ 

 

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現 
・［直轄］桜島直轄砂防管理事業                   …別紙８ 
・［補助］島根県海岸メンテナンス事業                …別紙９ 

 
（２）水利用 
 
強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進 

・［補助］四国中央市官民連携等基盤強化推進事業           …別紙１０ 

 

ダム等におけるGXや下水汚泥資源の活用の推進 
・［補助］岩木川浄化センター汚泥有効利用施設整備運営事業      …別紙１１ 

 

（３）流域環境 
 
流域における良好な自然環境や水辺環境の創出による地域活性化の推進 

・［直轄］鵡川総合水系環境整備事業                 …別紙１２ 
 

（４）流域総合水管理を支える取組 
 
維持管理分野、防災・減災分野におけるDXの推進 

・［直轄］総合流域防災対策事業                   …別紙１３ 
 

（５）能登半島地震を踏まえた取組の強化 
 
上下水道施設の強靱化 

・［補助］石川県水道基幹施設耐震化事業               …別紙１４ 
・［補助］大阪府流域下水道基幹施設耐震化事業            …別紙１５ 

 

地震・津波対策の推進と災害対応力の強化 
・［直轄］排水ポンプ車の高揚程化、iTECツール改良等のTEC-FORCEの災害対応力強化 

 …別紙１６ 
 



直轄 【治水】一般河川改修事業〈大規模改良事業〉 （荒川（荒川第二・三調節池））

○ 埼玉県・東京都を貫流する荒川は、沿線の土地利用が高度に進展し、また下流部はゼロメートル地帯が広範囲に

広がっていることから、一度氾濫すると甚大な被害が生じるおそれがある。

○ このため、荒川中流部に荒川調節池群（荒川第二・三調節池）を整備することで河道のピーク流量を低減し、

調節池より下流の広範囲において治水安全度の向上を図る。

効 果事業内容 令和７年度当初配分額（事業費）
６８億円

令和７年度当初予算実施内容
排水門、築堤、用地取得 等

荒川第二・三調節池
（予定箇所）

荒川第二・三調節池 整備前

【現況】
浸水域内人口
約156万人

荒川第二・三調節池

【整備後】
浸水域内人口
約57万人

荒川第二・三調節池 整備後

流量規模1/100による浸水範囲の比較
（荒川下流域における破堤シミュレーション結果）

凡例

■令和６年度まで

■令和７年度実施

■令和８年度以降

都内浸水イメージ図

平面図
写真①中央区

桜区

西区

富士見市

川越市

南区 戸田市

上尾市

北区 大宮区

和光市

治
水
橋

荒川第二調節池

荒川第三調節池

荒川第一調節池
（H16完成）

朝霞市

志木市

用地取得

池内水路整備

排水門、築堤等

荒川第一調節池
（H16完成）

岩淵

寄居

笹目橋

治水橋

浦山ダム

滝沢ダム

二瀬ダム

荒川第三調節池

荒川第二調節池

埼玉県

東京都

山梨県

茨城県

千葉県

群馬県

位置図

あらかわ

：破堤点

【流域治水の加速化・深化】 別紙－1



成瀬ダム建設事業（雄物川水系成瀬川）

○ 成瀬ダム建設事業は、洪水調節、流水の正常な機能の維持、かんがい用水の補給、水道用水の供給、発電を目的と

する成瀬ダムを建設する事業である。

○ 令和７年度当初予算でダム本体工事等を実施し、事業効果の早期実現を図る。

効 果事業内容

総事業費 ： 約2,600億円
事業工期 ： 令和9年度
建設移行年度 ： 平成9年度

実施計画調査 用地補償 生活再建工事 転流工工事 本体工事

【事業段階】

位置図

子吉川

日本海

雄物川

米代川

成瀬ダム

秋田県

実施予定内容

完成イメージ

ダム本体工事施工状況

河川整備基本方針と同規模（1/100）の洪水が
発生した場合、浸水世帯数約14,830世帯、浸水
面積約9,200haの被害が想定されるが、成瀬ダム
建設事業の完了により浸水世帯数 約1,100世帯、
浸水面積約400haの軽減が図られる。

ダム整備前後の浸水深差分

成瀬ダム

な る せ お も の が わ

14,830 

13,730 

 10,000

 12,000

 14,000

 16,000

浸水世帯数(世帯) 

9,200 

8,800 

 8,000

 8,500

 9,000

 9,500

浸水面積(ha) 

整備前 整備後

約1,100世帯

軽減

約400ha

軽減

令和６年１０月撮影（下流側より）

令和６年１０月撮影（上流側より）

令和７年度当初配分額（事業費）：２０３億円
令和７年度当初予算実施内容 ：ダム本体工事 等

ダム本体工事

凡例

■令和６年度まで

■令和７年度実施

■令和８年度以降

別紙－2
直轄 【治水】

【流域治水の加速化・深化】



名古屋側 東京側

ＪＲ東海道本線国道１号
東名高速道路

排水トンネル
集水ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ

深礎工

横ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ

鋼管杭

集水井

管理用(工事用)道路地すべり防止区域

下部斜面対策(仮設構台)

ヤード整備

凡 例

令和６年度まで

令和７年度当初

令和８年度以降

由比地区地すべり対策事業

○ 静岡県由比地区には日本の大動脈（東名高速道路・国道1号・ＪＲ東海道本線）が集中しており、豪雨や南海トラフ地震の発生等

に伴う地すべりにより、重要交通網が分断され人命救助や日本の経済活動に甚大な影響を及ぼすことが想定される。

○ 年超過確率１／１００規模の豪雨や南海トラフ地震に伴い発生が想定される地すべりに対して、これら重要交通網等への被害防

止を目的として地すべり対策を実施。

効 果事業内容 令和７年度当初配分額（事業費）：２３億円
令和７年度当初予算実施内容 ：深礎工 等

地すべり対策により、東名高速道路
等の重要交通網を保全する。由比地区地すべり対策事業における事業概要

し ず お か ゆ い

ゆ い

深礎杭施工イメージ

対策工イメージ図

保全対象との位置関係

別紙－3
直轄 【治水】

【流域治水の加速化・深化】



海岸保全施設整備事業（高知海岸）

効 果事業内容

○高知県中央部に位置する香南市沿岸部は、南海トラフ地震による津波で甚大な被害の発生が想定されることから、地震・津波対
策の早期推進が必要。

○令和７年度より香南工区（香南市）の海岸堤防の地震・津波対策を新たに直轄化し、地震・津波対策を推進することで、津波に
よる浸水被害を早期に防止し、地域の安全性の向上を図る。

〇令和７年度は地震・津波対策に向けた地質調査及び詳細設計を実施。
また、戸原中突堤や養浜の整備により、高潮・越波による浸水被害を防止する。

○令和７年度当初配分額（事業費）：１４億円
令和７年度当初予算実施内容 ：地震津波対策、

突堤整備 養浜 等

※1：海岸保全施設等の整備を行う上で想定する「設計上の津波」。
H15中央防災会議が設定した
「東南海・南海地震同時発生モデル(Mw8.6)」を対象としたもの。

土佐市

高知市 南国市

香南市

戸原中突堤
養浜

香南工区
地震・津波対策

香南工区 L=3,997m

凡 例

■令和６年度まで

■令和７年度当初

■令和８年度以降

高知海岸

高知県

全体平面図

養 浜戸原中突堤地震・津波対策（戸原工区の事例）

本事業により、地震による海岸堤防の破
壊・沈下等が抑制され、津波（L1）の遡上
を防止させる対策を行い、津波遡上による
被害を防止。

新規工区編入

香南工区
L=3,997m

津波による被害想定（現時点）

条件事業実施後現時点項目

東南海

・南海連動

地震・津波

※1

0ha約320ha想定浸水面積

0人約2,200人想定被災人口

0円約1,030億円想定被害額

位置図

別紙－4
直轄 【海岸】

【流域治水の加速化・深化】



特定都市河川浸水被害対策推進事業（日高川水系西川 他）

○ 二級河川西川流域では、床下浸水被害47戸を生じた平成18年豪雨を契機に平成28年に河川整備計画を策定し、河川整備を推進。

○ 令和5年6月洪水による浸水被害を受け、更なる治水安全度の向上を図るため、令和7年1月に西川流域を特定都市河川に指定。

○ 河川整備計画の目標である平成18年豪雨規模（上流1/10、下流1/30）の洪水に対する浸水被害解消のため、西川流域において

河道掘削、放水路整備等を進めるとともに、ため池の治水利用等の流域の関係者が協働した取組により、早期に地域の安全性

の向上を図る。

効 果

ひだかがわ にしかわ

西川流域の河川改修等を実施することに

より、1,300戸の家屋浸水を解消し、

地域の安全、安心を早期に確保する。

（※平成18年豪雨規模（1/10））

1,300

0

整備前

標準横断図
【西川】 【下川（放水路）】

しもかわ

事業内容

令和７年度当初配分額（事業費）：３．５億円
令和７年度当初予算実施内容 ：河道掘削、用地補償 等

写真①

国道42号
写真②

西川
（美浜町田井他）

下川
（御坊市島）

斉川、堂閉川
（御坊市湯川町他）

いつきがわ どうべがわ

しもかわ

にしかわ

ごぼうし しま

みはまちょう たい ほか

ごぼうし ゆかわちょう ほか

和歌山県位置図

令和5年6月洪水による
浸水被害状況

約55m

約35m

河道掘削、護岸工：浸水想定区域図（平成18年豪雨規模）

凡例

■令和６年度まで

■令和７年度実施

■令和８年度以降

■他事業

整備後

浸水家屋（戸）

別紙－5
補助 【治水】

【流域治水の加速化・深化】



○ 令和６年９月20日からの大雨により、石川県内では273件の土砂災害が発生し、甚大な人的・人家被害が発生。

○ 土石流により特に激甚な被害が発生した奥能登地区（石川県輪島市）の荒廃の著しい11渓流に対し、緊急的に砂防堰堤等の施設

整備を実施することで、再度災害を防止し地域の安全・安心の確保を図る。

奥能登地区砂防激甚災害対策特別緊急事業
お く の と ち く

お く の と わ じ ま し

効 果事業内容

11箇所で砂防設備（砂防堰堤工、渓流保全工 等）
を整備することで、人家215戸、避難所、道路等の
重要なインフラを保全する。

保全対象の人家及び重要インフラ
（輪島市山本町）

位置図

石川県

奥能登地区
（石川県輪島市）

輪島市浄化センター

老人ホーム

山本4号

山本1号

平面図（輪島市山本町）

令和７年度当初配分額（事業費）：７．０億円
令和７年度当初予算実施内容 ：調査・測量 等
（総事業費：50億円、事業期間：令和７～11年度）

全体箇所図（11箇所） 被災状況（輪島市山本町）

※山本１号、山本４号を含む
計１１か所で事業を実施

堰堤嵩上げ

渓流保全工

堰堤嵩上げ

山本4号

山本1号

流域界

不安定土砂堆積範囲

土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域

【凡例】

別紙－6
補助 【治水】

【流域治水の加速化・深化】



津波対策緊急事業（小田原海岸）

○令和元年10月の台風19号では、小田原海岸（前川地区）で家屋被害が発生するなど、台風による高波により越波被害が

頻発していることから、当該地区において、かさ上げ等の護岸改良工を実施することにより、津波・高潮に対する防護機能を

確保し、早期に地域の安全性の向上を図る。

効 果

①計画規模の津波・高潮による浸水リスク

から背後地を防護（約5.8ha）。

②最大クラスの津波に対して、背後の緊急

輸送道路（国道１号）への被害を軽減。

事業内容

令和７年度当初配分額（事業費）： 1.0億円
令和７年度当初予算実施内容 ：護岸改良工 等

お だ わら

小田原海岸
（前川地区）

まえかわ

位置図神奈川県

凡例

■令和６年度まで

■令和７年度実施

■令和８年度以降

小田原海岸 津波対策緊急事業 事業概要

標準断面図 +11.5

+9.0
+7.8

対策前 対策後

台風19号による
越波状況

令和元年10月撮影

浸水被害状況

別紙－7
補助 【海岸】

【流域治水の加速化・深化】



○ 活発な火山活動が続き、出水のたびに大量の土砂が流出するなど砂防堰堤等の施設損傷が生じやすい状況にある桜島に

おいて、施設の補修や補強を緊急的に実施することで、地域の安全性を確保し、地域住民の「いのち」と「くらし」を守る。

効 果事業内容 令和７年度当初配分額（砂防管理費）：１３億円

令和７年度当初予算実施内容 ：砂防設備修繕、除石 等
野尻川・黒神川において、砂防施
設の補修・補強（腹付け）、除石
等を実施することで、地域の安全
性を早期に確保し、地域住民の
「いのち」と「くらし」を守る。

桜島直轄砂防管理事業 野尻川・黒神川における事業概要

【インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現】

桜島直轄砂防管理事業

の じ り が わ
※野尻川に加え、黒神川

計２か所で事業を実施

さ く ら じ ま

凡例

■令和７年度当初

民家密集地
（１０戸）

桜島病院

養護施設

野尻橋

桜島病院 養護施設（桜島学園）

保全対象写真

く ろ か み が わ

土石流の堆砂 除石

活発な噴火

水通しの損傷
現地発生の自然石を有効利用し、
水通し部の保護材として設置

除石イメージ 砂防設備修繕イメージ

野尻川

別紙－8
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護岸補修
L=58m

海岸メンテナンス事業（大社海岸）

○ 島根県の大社海岸は冬季風浪による侵食が顕著な海岸であり、海岸保全施設の築造後40年以上経過し、老朽化の

進行により防護機能の低下が懸念される。

○ 長寿命化計画に基づき、老朽化対策を実施することで侵食被害を防止し、背後地の人命・資産の防護を図る。

効 果

○ 老朽化した護岸の補修を計画的に推

進することにより、背後地13.0haの

侵食被害を防止し、地域の安全性を

確保する。

事業内容 令和７年度当初配分額（事業費）：0.24億円
※うち大社海岸 ： 0.10億円

令和７年度当初予算実施内容 ：護岸補修

たいしゃ

大社海岸
（湊原地先海岸）

現地状況写真図

神戸川

掘川

凡例

■令和６年度まで

■令和７年度実施

■令和８年度以降

位置図

▽ ＨＷＬ

▽ ＬＷＬ

3,000 1,000

4,000 9,390 2,400

SL=10,500

１：２．０

捨 石

撤去・再設置

被覆ブロック ２ｔ

50
0

50
0

護岸補修

断面図

かんどがわ

ほりかわ

護岸ブロック沈下状況

たいしゃ

侵食想定範囲

島根県

※島根県海岸メンテナンス事業として、大社海岸に加え益田海岸でも事業を実施。

【インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスサイクルの実現】 別紙－9
補助 【海岸】



【強靱で持続可能な上下水道システム構築の推進】

○ 四国中央市の上下水道においては、職員の不足・高齢化、更新需要の増大や給水人口・収益の減少等のいわゆる

「ヒト・モノ・カネ」の課題が顕著化しており、施設の維持管理が課題となっている。

○ 上下水道事業を持続的に運営していくため、令和７年度は上下水道一体のウォーターPPP導入の可能性についての

調査・検討を行う。

効 果事業内容

令和７年度当初配分額（事業費）：０．４億円
（補助率：１０／１０ ）

位置図

導入可能性調査業務実施箇所

水道事業と下水道事業が連携した
ウォーターPPPを実施することで、
次のような効果が得られる。

水道事業（中田井浄水場） 下水道事業（川之江浄化センター） 下水道事業（三島浄化センター）

・事業規模が拡大することにより民間事
業者の参入増加や創意工夫の促進が
期待できる。

・運転監視、保守点検、修繕等が共通
化することにより、維持管理費用の縮減
が図れる。

・薬品等の一括購入によるユーティリ
ティー費の縮減が図れる。

維持管理業者による修繕

・導入可能性調査業務

・資産評価

・マーケットサウンディング

・実施方針策定

・公募資料作成

・公募

・事業者選定 ・事業開始

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度以降

四国
し こ く

中央
ちゅうおう

市上下水道一体効率化・基盤強化推進事業 

四国中央市水道事業、四国中央市土居
ど い

地域水道事業、新宮
し ん ぐ う

地区簡易水道事業、 

中田井
な か だ い

浄水場、配水池４９箇所、ポンプ場等水道施設５７箇所 

四国中央市公共下水道区域、川之江
か わ の え

浄化センター、三島
み し ま

浄化センター、 

汚水ポンプ場５箇所、雨水ポンプ場２箇所、マンホールポンプ場４５箇所 

補助 【上下水道】
別紙－10



事業内容 効 果

消費者

補助 【下水道】

【ダム等におけるGXや下水汚泥資源の活用推進】

岩木川浄化ｾﾝﾀｰ汚泥有効利用施設整備運営事業（青森県）

○ 岩木川浄化センターの汚泥焼却炉は老朽化が進行しており、故障リスクの増大や維持管理費の増加が課題となって

いる。

○ 設備更新に当たり、汚泥有効利用（肥料化）施設を新たに整備することにより、地域の農業での肥料利用による

下水汚泥資源の地域内循環を推進するとともに、安定した汚泥処理体制の確保を図る。

・事業実施主体：青森県
・令和７年度当初配分額（事業費）：４０億円
・令和７年度当初予算実施内容：肥料化施設建設

岩木川浄化センター
（青森県弘前市）

岩木川流域関連市町村
（４市３町１村）

凡例

■令和６年度まで

■令和７年度実施

■令和８年度以降

既存焼却炉（解体）

配置計画配置計画

施設概要施設概要

70 t／日
(25,500 t／年)

脱水汚泥
発生量

約3,000 t／年
肥料

製造量

365 日／年稼働日数

【発酵棟】
汚泥処理能力

35 t／日
【生物脱臭棟】
捕集ﾌｧﾝ・脱臭ﾌｧﾝ
換気量 3回／時

×各2棟

肥料化
施設

R5 ～ R8建設期間

R8 ～ R27運営期間

岩木川浄化センター 下水汚泥の肥料化

汚泥

肥料
下水

◆一般家庭等で農産物購入
◆県内農産物を地元で消費

生産者（農家等）

農作物
◆県内農産物への利用
◆地産地消による安価提供

◆汚泥減容・減量化
◆安心・安全な肥料

0%

50%

100%

R4 R8

9%
（場外処分）

100％

下水汚泥の肥料化率

焼却
91％

肥料化施設の特徴肥料化施設の特徴

◇ 有機物の分解が活発なため、40日程度の短期間で
肥料化（コンポスト）が可能。

◇ 超高温環境下により、病原性細菌や雑草種子が
死滅し、安全で衛生的な肥料の製造が可能。

◇ 生物脱臭方式により、確実な臭気対策を実施。

【Ａ工区】
肥料化施設

製品棟・管理棟

【Ｂ工区】
肥料化施設

い わ き が わ

■下水汚泥の有効利用
・肥料化率100％を実現

■地域農業への貢献
・運搬コストを抑え、

安価な肥料の提供が可能。

・高温発酵による安心で安全な肥料の提供により、

地域の農業振興に寄与。

■官民連携手法による効率的な整備・運営
・設計/建設/維持管理一体契約（ＤＢ＋Ｏ方式）

により、事業者の技術力と、肥料販売に係る

ノウハウを活かした事業継続が可能。
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総合水系環境整備事業（鵡川水系鵡川） 直轄 【都市水】

【流域における良好な自然環境や水辺空間の創出による地域活性化の推進】

○ 北海道むかわ町では「人と自然が輝く清流と健康のまち」をまちづくりの理念に掲げ、鵡川の豊かな自然環境を

活かした水上アクティビティや川沿いのサイクリング等による賑わいづくりを目指している。

○ むかわ町による北海道胆振東部地震からの復興に向けた拠点整備等と連携し、鵡川地区と穂別地区の２地区におけ

る体験活動の拠点となる水辺空間の整備、及びこれらをつなぐ河川管理用通路のサイクリングロードとしての活用により、

地域活性化を図る。

効 果事業内容 令和７年度当初配分額（事業費）：０．２５億円

む か わ

SUP・カ
ヌー

アクセス性の向
上

親水性の向
上

← 鵡
川

• 水辺空間の創出により、民間事業者等が
河川環境の魅力を活かした様々な活動を
行うことが可能となり、地域活性化に貢献。

• 堤防天端を舗装し、サイクリングロードと
して活用することで、水辺沿いで快適に
サイクリングできる環境を創出。

イメージ

水面を活用したSUP体験 堤防天端を活用したサイクリング

むかわ

イメージ

むかわ ほべつ

位置図

河川管理用通路（国）

河岸整備（国）

アクセス性の向上
→水辺イベント、マラソン等

レクリエーション機能の確保

← 鵡川

高水敷整正（国）

※整備イメージ穂別地区【拠点】

河川管理用通路（国）

アクセス性の向上
→サイクリング

鵡川地区【拠点】

サイクリングロード
（河川管理用通路）

※整備イメージ

河岸整備（国）

河川管理用通路（国）

親水性の向上
→SUP・カヌー

高水敷整正（国）

鵡川地区【拠点】 ※整備イメージ

レクリエーション機能の確保
→環境学習・水遊び

令和７年度実施内容
詳細設計

拠点とサイクリングコースの
整備により観光周遊性向上

穂別地区復興拠点施設イメージ（むかわ町）

サイクリングロード

駐車場整備（町）

駐車場整備（町）

たんぽぽ公園（むかわ町）

・たんぽぽ公園
・ししゃもふ化場
・道の駅 四季の館

凡例

■令和７年度実施

■令和８年度以降

看板等（町）

む か わ

・新穂別博物館
・温浴カフェ
・リバーサイドパーク

穂別地区【拠点】

親水性の向上
→SUP・カヌー

86

160

0

100

200

整備前（R2） 整備後（目標）

むかわ町の観光入込客数（千人）

観光入込客数の
約1.8倍増を目指す

• 個々の拠点の魅力向上と町内の回遊性
を高めるまちづくりにより、拠点間の相乗
効果を発揮させることで、観光入込客数
の増加を目指している。
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総合流域防災対策事業（AIを活用したダムの流入量予測の活用）

【維持管理分野、防災・減災分野におけるＤＸの推進】

○ 「既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針」に基づき、ダムの事前放流をより効果的に実施するため、また

未利用の水力エネルギーを有効活用するダム運用のため、AIを活用しつつ気象・流入量予測技術の開発を推進。

○ 令和７年度は、これまで地域特性を踏まえて各ダムに導入してきた流入量予測モデルについて、各ダムの様々な降

雨特性に対してのモデル検証、操作支援ツールの作成を推進する。

効 果事業内容

令和７年度当初配分額（事業費）：29億円の内数
令和７年度当初予算実施内容 ：

AIを活用したダム操作に関する技術開発

河川管理者、
ダム管理者向けの

雨量予測の開発により、
ダム運用の高度化に
寄与

気象・流入量予測を活用したダム運用

【従来】 【今後】

予測技術
の活用

予測を活用した柔軟な運用治水・利水容量を
明確に区分・運用

雨量予測
＋

ダム流入量予測 洪水を貯めることが
できる空間が増える

水力発電に使える
水量が増える

気候変動の緩和気候変動への適応

ダム運用の高度化のイメージ

○AI活用による警告機能などを持つダムの操作支援ツールの
開発、試行導入を実施。

○予測精度の向上や操作支援ツールの活用により、事前放流
や水力発電の強化や確実なダム運用が可能となる。

四国地方整備局管内ダム

別紙－13
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○ 令和６年能登半島地震において、石川県七尾市光陽台～能登島半浦町地内の基幹管路（送水管）に漏水が

発生し、能登島の供給点へ必要量を供給できなくなった。

○ この区間の管路を耐震管に更新し、災害に強く持続可能な上水道システムの構築を目指す。

○ 令和７年度は、管路 延長約530mを布設する。

効 果

基幹管路（送水管）の耐震化により、
七尾市能登島須曽供給点の断水発生
を防止することで、安定した用水供
給をおこなう。

【上下水道施設の強靱化】

石川県 水道基幹施設耐震化事業（導水管・送水管耐震化事業）

令和6年能登半島地震による
既設管の抜け出し状況

凡例：送水管耐震化事業

■
令和６年度まで
（耐震化済）

■令和７年度実施

■令和８年度以降

こうようだい の と じ ま はんのうら

・実施主体：石川県水道用水供給事業

・実施場所：石川県七尾市光陽台～能登島半浦町

・事業概要：基幹管路（送水管）の耐震化事業

・更新口径・延長（令和７年度）：φ250 L＝530ｍ

・事業期間：令和７年度～令和１１年度

・全体事業費：７.０億円

漏水発生
耐震管

（ダクタイル鋳鉄管GX形）

事業内容

和倉温泉

至：能登島
須曽供給点

全体区間 L=1650m

管路布設 L=350m
DCIP（GX) Φ250

管路布設 L=182m
DCIP（GX) Φ250

既設送水管
（耐震化済）

耐震化済

石川県
七尾市

事業箇所

位置図

令和７年度当初配分額（事業費）：１．９億円（補助率：１／３）

こうようだい の と じ ま はんのうら
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〇大阪府の流域下水道は処理人口も多く、被災により処理機能が停止すると広範囲かつ長期的に影響を及ぼす急所施設であ

ることから、計画的・重点的に耐震化を推進。

〇管路施設については、特に広域緊急交通路等の社会的影響が大きい区間を優先して管更生工事を実施し、耐震化及び老

朽化対策を実施。

○ ポンプ場・処理場施設については、揚排水・沈殿・消毒機能にかかる耐震化（躯体・設備）を実施。

効 果事業内容
事業実施主体：大阪府
令和７年度当初配分額（事業費）：３７億円
令和７年度当初予算実施内容 ：管渠（L=０．８km）、処理場（８箇所）、ポンプ場（７箇所）

耐震化（耐震診断、耐震補強等）

凡例

●処理場R7実施予定

【管渠の耐震化】
流域下水道の管路について、管更生工法により耐
震化を図るとともに、耐震化に合わせた老朽化対策
を推進。

耐震対策前 耐震対策後（管更生）

土木躯体の耐震補強

【処理場・ポンプ場の耐震化】
急所施設（処理場の揚排水・沈殿・消毒施設等）の
耐震化を図る。

R7工事予定 □3,300mm

＜寝屋川流域下水道＞

管渠（柏原八尾幹線、門真寝屋川幹線（二）、
寝屋川枚方幹線）
処理場（川俣水みらいセンター①）
ポンプ場７箇所
＜猪名川流域下水道＞
処理場（原田水みらいセンター②）
＜安威川流域下水道＞
処理場（中央水みらいセンター③）
＜淀川右岸流域下水道＞
処理場（高槻水みらいセンター④）
＜淀川左岸流域下水道＞
処理場（渚水みらいセンター⑤）
＜大和川下流流域下水道＞
処理場（狭山水みらいセンター⑥）
＜南大阪湾流域下水道＞
管渠（高石泉大津幹線）
処理場（北部水未来センター⑦、
南部水みらいセンター⑧）

大阪府HPより抜粋

6

8

7

1

5

2
4

3

【上下水道施設の強靱化】

大阪府流域下水道基幹施設耐震化事業（大阪府）
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排水ポンプ車の高揚程化、iTECツール改良等のTEC-FORCEの災害対応力強化

【地震・津波対策の推進と災害対応力の強化】

○ 越水による浸水被害や頻発する内水被害へ対応するため、様々な現場条件へ対応し、浸水による被害を最小化する

高揚程型の排水ポンプ車への更新を実施。

○ 災害対応の迅速化を図るため、令和６年能登半島地震の課題・教訓を踏まえ、TEC-FORCEの現場活動をデジタル

技術で効率化するiTECツールの改良等を実施。

効 果

事業内容

【排水ポンプ車の高揚程化】
令和７年度当初配分額（事業費）： 28億円の内数
令和７年度当初予算実施内容 ： 排水ポンプ車の高揚程化

○『iTEC』の推進により、被害の全容把握の迅速化を図る。

○災害対策本部機能を強化し、災害情報を迅速に把握・集約する。

○被害状況等に応じた人的・物的資源の配置などが可能となり、
より適切かつ迅速な支援や二次災害の防止、復旧段階への早期移行を
図る。

○集約した被害情報等を関係機関（道路例：消防・警察・自衛隊等、
道路利用者等）にも迅速に提供することで、より一体的な災害対応を
実現。

iTECツールイメージ

○避難時間の確保や浸水後の早期排水、堤防の早期復旧を
可能とするため、様々な現場条件に対応可能な高揚程型の
排水ポンプ車への更新を実施。

○排水ポンプ車の高揚程化により、排水延長が長い揚程
10mを超える現場でも排水作業が可能となり、災害対応力
が強化される。

ポンプ

揚程10m未満

１段目ポンプ

２段目ポンプ

揚程10m超

【iTECツールの改良】
令和７年度当初配分額（事業費）：29億円の内数
令和７年度当初予算実施内容 ：iTECツールの改良
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